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転倒が 4 倍多いまちがある 

スポーツ組織への参加割合が高い小学校区ほど転倒率が少ない 

 

介護予防において，転倒しやすい高齢者を早期に発見して転倒予防教室に参加してもらう二次予防が主

に行われてきた。しかし対象者が集まらないため，地域づくりによる介護予防へと見直しが求められている。

そこで転倒が少ない地域（小学校区）があるか，また転倒が少ない地域の特徴を検討した。6 保険者（9 市町

村）の要介護認定をいない高齢者で郵送調査に回答した 29,117 人（回収率 62.3％）のうち年齢や日常生活動

作（ADL）低下，転倒リスクであるうつの影響を減らすため，前期高齢者で ADL 自立，うつなしの人 16,102 人

に限定して分析した。過去一年間の転倒歴を尋ね，小学校区単位で集計したところ，小学校区間で転倒率は

7.4%～31.1%と，4 倍以上「転びやすい小学校区」があることが判明した。それと関連する要因を検討したところ，

「スポーツ組織に週に１回以上参加している者の割合」が 1 割未満の校区で転倒は多く、4 割近い校区では

転倒経験者が少ないという負の相関（－0.60）を認めた。 
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＜背景＞ 

2006 年の介護保険法改正により予防重視型システムへの転換が図られ，転送しやすい高齢者を早期に

発見して転倒予防教室に参加してもらう二次予防（ハイリスク戦略）が中心となる介護予防事業が導入された。

しかし，事業参加者の少なさや対象者のスクリーニングに関わる問題などの限界が「介護予防マニュアル」

（厚生労働省）でも指摘され，もう一つの予防医学の戦略であるポピュレーション戦略（地域づくり）が必要で

あるとされた。まちづくりなどポピュレーション戦略を開発するためには，転倒が少ない地域や人口集団を見

いだし，関連する地域要因を探り出すことがまず必要である。しかし，従来、転倒発生が少ない個人に着目す

る研究は多かったが，転倒発生割合の地域間比較すら十分なされておらず，果たして転倒発生の少ない地

域や集団が存在するのか，またそれと関連する要因があるのかもほとんど検討されてこなかった。そこで本

研究では、転倒の少ない地域や集団が存在するか、また，それと関連する要因の中でも，まちづくりに資する

要因は何かを明らかにすることを目的とした。 

 

＜対象と方法＞ 

日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study，JAGES）プロジェクトデータを用いた。分

析対象は A 圏域内で隣接している 6 保険者（9 市町村）に居住する要介護認定を受けていない高齢者 29,117

人（回収率 62.3％）のうち，日常生活動作非自立者，うつあり者を除外した 16,102人とした。また，分析では地

域間の高齢化の影響を除くため前期・後期高齢者に層別化し，小学校区（n＝64）ごとの過去 1 年間の転倒

歴がある者の割合（転倒割合）を求めた。次に，過去 1 年間の転倒歴と関連しうる社会的要因として，等価所

得（中・高所得者割合）や教育年数（高学歴者割合），地域組織への参加（スポーツ組織への参加割合）に着

目し，小学校区を分析単位とした地域相関研究を行った。 

 

＜結果＞ 

前期高齢者に限定しても，転倒割合は小学校区で最小 7.4％～最大 31.1％と約 4 倍の差があった。所得水

準が高い者が多い（r=－0.54），教育年数が長い（r＝－0.41），スポーツ組織への参加が多い（r=－0.60）地域

で転倒割合は有意に低かった。また，所得・教育水準で調整しても，「スポーツ組織への参加」割合が多いほ

ど，転倒が少ない関連がみられた（－0.461）。後期高齢者でも関連は弱くなるものの（r=－0.32）同様の結果

であった。いずれも統計学的に、偶然とは考えにくい水準の関連の強さであった。 

 

＜研究の意義＞ 

本研究では，64 小学校区を分析対象に転倒の少ない地域や集団が存在するのか，また小学校区ごとの

転倒割合に関連する要因について地域相関研究にて検討した。その結果，前期高齢者では少ない所に比べ

約 4 倍，後期高齢者でも約 3 倍も転倒割合が高い小学校区が存在した。その一部は，社会経済水準の違い

で説明できたが，それを考慮しても「スポーツ組織への参加」が多い地域ほど転倒が少なかった。今後，さら

に研究が必要だが，スポ－ツに参加する高齢者を増やすことで、転倒の少ないまちづくりを進められる可能

性が示唆された。 
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